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 （目的） 

第１条 身体障害者用自動車改造費助成事業（以下「助成事業」という。）は、重度 

 身体障害者が、就労等に伴い、自動車を取得する場合、その自動車の改造に要する 

 経費を助成することにより、重度身体障害者の社会復帰を図り、その福祉増進に資 

 することを目的とする。 

 

 （助成対象者） 

第２条 この助成事業の対象者は、区内に居住する１８歳以上の身体障害者手帳の交 

 付を受けている１級又は２級の上肢、下肢若しくは体幹機能障害者等であり、前年 

 の所得が特別障害者手当に係る所得制限限度額の範囲内であって、かつ、自らが所 

 有し、運転する自動車の一部を改造する必要があるものとする。 

 

 （助成対象経費） 

第３条 この事業の助成対象は、自動車の操向装置及び駆動装置の改造（以下「改造 

 」という。）に要する経費とする。ただし、その額が１３３，９００円を超えると 

 きは、１３３，９００円を限度とする。 

 

 （実施の方法） 

第４条 自動車改造費の助成は、助成を受けようとする者（以下「申請者」という。 

 ）の申請に基づき実施するものとする。この場合において、申請者は、申請に際し、 

 改造を行う業者の見積書（改造の箇所及び経費を明らかにしたもの）を添えるとと 

 もに、運転免許の取得に際し付された条件が確認できるものを提示するものとする。 

２ 区長は、助成の状況を明らかにするため、自動車改造費助成簿を整備しておくも 

  のとする。 

 

 

 

 

 



 

 （その他） 

第５条 区長は、この事業の実施に際し、陸運事務所等の関係機関及び改造を行おう 

 とする業者と連絡を密にするものとする。 

２ この要綱に定めるもののほか、事業の実施に当たっての必要事項は、別途実施要 

 領を定めるものとする。 

 

 

   附 則 

 この要綱は、昭和50年９月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、昭和57年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、昭和63年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成元年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２年８月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成５年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成５年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

 


